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会計情報システムとWeb2.0に関する一考察ⅠⅠ

荒 井 義 則

1.はじめに

前稿1)においては､会計情報システムに対す

るWeb2.0の影響を ｢システムの革新機能｣お

よび ｢複雑ネットワーク｣の観点から考察した｡

本稿では､会計情報システムとWeb2.0に関し

て複雑適応系の観点から考察する｡

2.Web2.0について

Web2.0とは､ティム ･オライ リーが提唱し

た概念でWebの新潮流を総称したものである2)｡

ティム ･オライ リーは ｢Web2.0の原則｣とし

て以下の7項目をあげている｡

1.プラットフォームとしてのウェブ

2.集合知の利用

3.データは次世代の 『インテル ･インサイ

ド』

4.ソフトウェア ･リリースサイクルの終鳶

5.軽量なプログラミングモデル

6.単一デバイスの枠を超えたソフトウェア

7.リッチなユーザー体験

また､論文のコラム欄で ｢Web2.0のデザイ

ンパターン｣として以下の8項目をあげている｡

1.ロングテール

2.データは次世代の 『インテル ･インサイ

ド』

3.ユーザーによる付加価値創造

4.ネットワーク効果を促す初期設定

5.一部権利保有

6.永久にベータ版

7.コントロールでなく協力

8.単一デバイスの枠を超えたソフトウェア

Web2.0については､

web2.0が意味するものについては､いま

だに深刻な意見の相違がみられる｡

とティム ･オライリー自身が論文2)の中で述べ

ているように､人により意味する内容が異なっ

ているのが現状である｡

グーグルなどのWeb世界を主たる活動の場と

するWeb2.0的企業においては､オライリーの7

項目の ｢Web2.0の原則｣ と8項 目の ｢Web2.0

のデザインパターン｣をすべて備えている企業

も存在するが､7項目の原則と8項目のデザイ

ンパターンの一部を備えている場合もWeb2.0

的な企業と呼ぶ場合もある｡

梅田はWeb2.0に関連 して ｢次の10年-の3

大潮流｣として

1.インターネット

2.チープ革命

3.オープンソース

をあげ､

この3大潮流は相乗効果を起こし ｢次の10

年｣を大きく変えていく｡
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と述べているが3)､｢web2.0｣や ｢3大潮流｣

による大きな変化の一つは ｢企業と消費者の関

係の変化｣である｡企業から消費者-の一方通

行が双方向の関係になり､さらに生産などの企

業活動にも加わる対等な関係になったことであ

る｡企業と外部の膨大な数の個人 (消費者)が

インターネットを介して低コス トでつながり､

巨大なネットワークを形成し､このネットワー

クが全体として一つの仮想的な企業として働く

システムが誕生している｡

本稿ではこのような仮想的な企業における会

計情報システムを考察の対象とする｡

3.情報システムについて

コンピュータを中心としたシステムには､コ

ンピュータシステム､情報処理システム､情報

システムといった名称が付けられているが､浦､

市川はこれらのシステムの違いを次のように述

べている4)｡

① コンピュータシステム

コンピュータの物理的機構 (ハー ドウェア)

に論理的な機構 (基本ソフトウェア)を積み上

げたものをコンピュータシステムという｡

② 情報処理システム

コンピュータシステムに､ある業務を想定し

てそのための応用ソフトウェアを織り込んだも

のを情報処理システムという｡すなわち､デー

タの収集 ･記録 ･加工 ･配賦に関わる一連の仕

組みの総称ということができる｡ここで ｢一連

の仕組み｣とは､ハー ドウェア､基本ソフトウェ

ア､応用ソフトウェアを指している｡

③ 情報システム

情報処理システムと､これを扱 う人間も含め

た組織体を念頭におき､それらの全体を指すと
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き情報システムという｡

これらのシステムは一つの企業内のシステム

を念頭においているが､Web2.0で必要となる

システムは企業内のシステムだけではなく､企

業内のシステムとインターネットにより結合さ

れた膨大な数の個人システム (一人の人間とパ

ソコンの組や一人の人間と携帯電話の組など)

よりなる巨大なネットワークであり､このネッ

トワークにおいては､インターネットが本質的

な役割を果たす｡インターネットなしではこの

巨大なネットワークは存在し得ない｡このよう

な情報システムを①～③に加えて

④ インターネット型情報システム

と呼ぶことにする｡インターネット型情報シス

テムは企業内の情報システム (企業内部の人間

も含む)とインターネットおよびインターネッ

トで結ばれた企業外部の膨大な数の協働する人

間を含む巨大なネットワークであり､①～③が

企業の所有するネットワークであるのに対し､

インターネット型情報システムにおいては全ネッ

トワークに対して企業の所有という概念は存在

しない｡企業,外部の協働する人間は自分が所

有する情報システムやパソコンをネットワーク

の一部分として部分的に保有するに過ぎない｡

協働する企業外部の人間の場合､パソコン一台

と一人の人間の組あるいは携帯電話一台と一人

の人間の組という場合も多い｡これらの組は③

の情報システムの最も簡単なタイプと考えられ

るので､インターネット型情報システムはイン

ターネットで連結された膨大な数の情報システ

ムであるとみなすことができる｡

4.会計情報システムについて

現在では､会計情報システムは業務統合型会

計情報システムの段階まで発展しており､個々

の業務システムが単独に存在するわけではない

ので5卜 6)､会計情報システムと経営情報シス



テムとの区別はつきにくくなっている｡業務統

合型会計情報システムにおいては､本来の会計

情報システムは他の業務システムと同様に部分

システムとして存在しており､業務統合型経営

情報システムの一部として存在する｡

しかしながら､会計情報システムの機能は7)

1.帳簿管理機能

2.会計報告機能

3.予算編成機能

4.意思決定機能8)

5.環境会計機能

6.原価計算 ･原価管理 ･原価低減機能

であり､これらの機能は他のすべての業務シス

テムと関わりを持つので､会計情報システムは

機能的に他のすべての業務システムを一つにま

とめる役割を持っている｡したがって､業務統

合型経営情報システムを会計情報システムとみ

なす見方も可能である｡本稿で扱う企業内の会

計情報システムはこの業務統合型会計情報シス

テム (以下では狭義の会計情報システムと呼ぶ)

であり､このシステムが前述した巨大なネット

ワークシステムのハブの役割を果たす｡

本稿で考察するのは､企業内の業務統合型会

計情報システムに企業外部の膨大な数の個人シ

的簡単なシステム)がインターネットで結合さ

れたインターネット型情報システムであり､こ

のシステムを ｢Web2.0型会計情報システム｣

と呼ぶことにする｡個人システム以外に､巨大

なシステムとインターネットを介して結合され

ている場合も多いが､この場合も本来の企業の

外部からの参加者という意味では個人システム

と変りなく､同じように考えてよい｡

5.Web2.0型会計情報システムと複雑適

応系

(1)複雑適応系

複雑な系について､その系の複雑さそのもの

を問題にするのが ｢複雑系｣であり､情報処理

の仕組みに着目してその系を考察するのが ｢複

雑適応系｣である｡ここでは ｢複雑適応系｣ に

ついて考える｡

マレー ･ゲルマンは複雑適応系について､地

球上の生命の起源､生物の進化､生態系の中で

の生物の行動､晴乳動物の免疫システムの働き､

動物 (人間も含む)の学習と思考､人間社会の

進化､金融市場における投資家の行動などの過

程で共通する特徴があるとして

それぞれの複雑適応系が自らを取り巻く環

境と､自分とその環境との相互作用に関す

る情報を得て､その情報の中に規則性を見

出すこと､そしてそれらの規則性を一種の

｢スキーマ｣ あるいはモデル-と圧縮し､

そのスキーマをもとに現実の世界で行動す

ることである｡どの場合でも､さまざまな

スキーマが競い合っており､現実の世界で

の行動の結果がフィー ドバックされて､こ

れらのスキーマ間の競合に影響を与える9)｡

と述べている｡

また､ジョン･ホランドは複雑適応系につい

てマレー ･ゲルマンとは別の定義を与えてい

る10'~12)｡ジョン･ホランドの定義によると､複

雑適応系とは多数の ｢適応的エージェント｣か

らなるシステムであり､以下に述べる4つの属

性と3つのメカニズムを持つシステムである｡

4つの属性とは､

1.集合的特性

2.非線形性

3.流れ

4.多様性

であり､3つのメカニズムとは､

1.標識化
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2.内部モデル

3.積木

である｡

｢集合的特性｣とは､システムを構成する多

数の適応的エージェントが関与しあうことによっ

て生じる集合の特性である｡また､｢流れ｣と

はエージェント間の情報の流れであり､｢標識

化｣とは集合体の形成を促進する一種の標識で

ある｡｢多様性｣とは多種多様な適応的エージェ

ントが存在しているという適応的エージェント

に関する多様性である｡｢内部モデル｣とはマ

レー ･ゲルマンの複雑適応系における ｢スキー

マ｣にあたるもので､これにより複雑適応系は

さまざまな変化にも適応し､一貫性を保持して

いる｡｢積木｣はさまざまな行動を起こすとき

に使用頻度の高い行動を構成要素として保存し

ておき､それを積木のように組み立てて使用す

ることができるようにしたものである｡

ジョン･ホランドの複雑適応系における ｢適

応的エージェント｣はマレー ･ゲルマンの複雑

適応系と同じであると考えられるので､マレー ･

ゲルマンの複雑適応系が多数集合したものがジョ

ン･ホランドの複雑適応系である｡

複雑適応系は情報の処理に着目した概念なの

で､情報を扱う会計情報システムの解析に適用

するにはふさわしい概念である｡

(2)コンピュータと複雑適応系

マレー ･ゲルマンはコンピュータと複雑適応系

について次のように述べている

コンピュータは複雑適応系として機能する

ことができる｡-- ドウェアをそう働くよ

うに設計するか､ふつうのハー ドウェアを

もつコンピュータを学習する､適応する､

あるいは進化するようにプログラムするの

である｡これまでの設計､あるいはプログ

ラムの多くは何らかの生きている複雑適応

系の働きを簡易化して､それをまねること
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で作られている13)0

そして

コンピュータ複雑適応系としてよく知られ

ているものの1つがニューラルネットワー

クで､ソフトウェアと-- ドウェアのどち

らでも実行できる14)｡

と例を挙げて説明している｡

一方､会計情報システムに関して､南洋は

道具であるコンピュータの性能は随分よく

はなったが､現在および近い将来の段階で

はまだまだ未発達のものであるというこ

と15)

と述べ､さらに

経営の意思決定といった社会的､経済的､

人間的要素等も大きく含んだ複雑な意思決

定ということになると､まだまだ到底人間

にはかなわない (自動制御のように限られ

た､しかも物理的な面においては現在でも

自ら情報を検出し､判断､意思決定を行う

上､制御行動さえしてしまう場合がある

が)16)

と解説している｡

この2つの主張でもわかるとおり､コンピュー

タ単独でも複雑適応系になりうるが､ここで扱

う会計情報システムのように高度な意思決定を

伴う場合は､コンピュータ単独では複雑適応系

となるの難しく､人間の介在が必要となる｡本

稿のシステム (インターネット型情報システム)

では人間も含んでいるので､人間とコンピュー

タを組にして､その組を複雑適応系と考える｡

企業内の情報システムはコンピュータなどの情

報機器も多数あり､人間も多数含まれるが､こ

れらを一体と考えればジョン･ホランドの複雑

適応系として扱える｡また､外部の人間の場合



は一台のパソコンと一人の人間あるいは一台の

携帯電話と一人の人間という場合が大半である

が､一台のパソコン (あるいは一台の携帯電話)

と一人の人間を組にして一体として扱うことに

すると､これらはマレー･ゲルマンの複雑適応

系として扱える｡ したがって､本稿で考える

web2.0型会計情報システム (インターネット

型情報システム)は2種類の複雑適応系を含む

ことになる｡

(3)Web2.0型会計情報システムとマレー･ゲ

ルマンの複雑適応系

ここでは､Web2.0型会計情報システムがマ

レー･ゲルマンの複雑適応系とみなせることを

示す｡

まず､非線形性についてであるが､情報量と

コス トについて考える｡このシステムが獲得す

る情報量は膨大な量になるが､情報量が2倍に

なってもコス トが2倍になるとは限らない17)｡

すなわち､情報量とコストの間には線形性が成

り立たない｡情報とコストはともに重要な要素

であるから､Web2.0型会計情報システムは非

線形性を持つといってもよい｡

次に､スキーマについて考える｡ Web2.0の

重要な要素として ｢集合知｣というものがある｡

これは一部の専門家 (たとえば社内の専門家)

の判断よりも､外部も含めた膨大な数の人間

(その中には社内の専門家だけでなく外部の社

内にはいないような専門家も含まれる)の判断

のほうが正しいという考え方である｡われわれ

が扱 うWeb2.0型会計情報システムはこの集合

知によって判断が下せるようなシステムとしな

ければならず､判断はこの集合知が行うことに

なる｡このような機能が備わっていないシステ

ムは､Web2.0型会計情報システムと呼ぶこと

はできない｡

では判断の基準となるスキーマは何か｡スキー

マは複雑適応系が周囲の環境と相互作用して得

られた情報から規則性を見出し､その規則性を

さらに圧縮して得られたものである｡これに相

当するもの (の一部)はティム ･オライリーが

提唱 した 7つの ｢Web2.0の原則｣ と8つの

｢web2.0のデザインパターン｣である｡これら

の原則とデザインパターンはグーグルやアマゾ

ンなど発展中のWeb2.0的企業の行動から得ら

れた情報を集約し原則やデザインパターンまで

高められたものであるから､まさしくスキーマ

となっている｡ただし､グーグルやアマゾンな

どのWebを活動の中心にしている企業の会計情

報システムは7つの ｢Web2.0の原則｣と8つの

｢web2.0のデザインパターン｣すべてをスキー

マとするとも可能である場合が多いが､一般的

なWeb2.0型会計情報システムはすべてをスキー

マとすることはできない場合が多く､その一部

分をスキーマとする場合もある｡

以上の考察により､Web2.0型会計情報シス

テムはマレー･ゲルマンの複雑適応系となって

いることが示された｡

(4) Web2.0型会計情報システムとジョン ･ホ

ランドの複雑適応系

ここではWeb2.0型会計情報システムがジョ

ン･ホランドの複雑適応系であることを示す｡

適応的エージェントとしては人間とコンピュー

タ (あるいは携帯電話)の組み合わせを考えれ

ばよい｡この組み合わせはマレー･ゲルマンの

複雑適応系に当たるので､適応的エージェント

としては最適である｡

1.集合的特性

web2.0型会計情報システムは多数の適応的

ェ-ジェントが協働して目的を達成するシステ

ムであるから､その目的が集合的特性と考えら

れる｡すなわち､集合的特性は存在する｡

2.非線形性

情報量とコス トの間には非線形性が成り立つ

ことはすでにに示した｡
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3.流れ

企業による情報の開示と情報の全エージェン

トによる共有はWeb2.0型会計情報システムの

重要な成立要因であるから､エージェント間の

情報の流れは確実に存在する｡

4.多様性

膨大な数の企業外部の人間が自発的に参加す

るので､エージェントの多様性は確実に存在す

る｡

5.標識化

新商品の開発などの具体的な目的があって

Web2.0型会計情報システムが構成されるので､

この目的が標識となる｡

6.内部モデル

内部モデルはマレー･ゲルマンの複雑適応系

のスキーマに当たるので､既に議論した｡

7.積木

Web上での情報の収集 ･伝達 ･共有などの具

体的な技術で有効性があり､使用頻度の高いも

のを定式化して保存することは確実に行われる

ので､これが積木に当たる｡

以上の考察より､Web2.0型会計情報システ

ムがジョン ･ホランドの複雑適応系であること

が示された｡

6.Web2.0型会計情報システムと弱結合

複雑適応系

(1) 弱結合複雑適応系

企業をジョン･ホランドの複雑適応系とみな

した場合､エージェントを人間あるいは人間と

コンピュータの組としたとき､人間は企業の構

成員であり､階層化された企業という組織の一

員であるから､人間の間にはかなり強い関係が

存在する｡この複雑適応系を強結合複雑適応系
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と呼べば､web2.0型会計情報システムは弱結

合というべき複雑適応系である｡Web2.0型会

計情報システムを構成する個人の間にはつよい

むすびつきはなく､また-ブとなる狭義の会計

情報システムの所有者である企業-の帰属意識

も存在 しない｡また､個人がWeb2.0型会計情

報システムから離脱するのも容易である｡

(2) 弱結合と集合知による判断

意思決定は会計情報システムの重要な機能で

あるが､Web2.0型会計情報システムにおける

集合知による意思決定においては､多種多様な

膨大な数の個人 (システム)の弱結合が本質的

な役割を果たす｡個人の間には階層関係は存在

しないのでインターネットを通じて自由に発言

ができ､また多種多様性から発言される意見も

多種多様となり､一企業内での検討よりもはる

かに多くの種類の意見やアイデアが出現してく

る｡この段階では､インターネット上のブレー

ンストーミングが行われると思えばよい｡

多種多様な意見やアイデアの中には､他の意

見やアイデアより比較的優れているものが存在

し､徐々に多数の支持を獲得するものがではじ

め､その中でさらによりすぐれていると多数の

個人から支持を受けたものが残るという過程を

繰り返し､最終的な結論が導かれる｡

この決定過程に参加する個人は議論されてい

る問題について何らかの関心や知識を持ってお

り､個人の中には (企業外部の)専門家も存在

している可能性が高く､これらのことにより結

論の正当性が (100%ではないにしろ)保障さ

れうる｡狭義の会計情報システム (企業)は自

由な討論ができるような環境を作ることが第一

の役目となる｡

ここで考察したように､集合知による判断で

は､多種多様な個人の緩やかな結合 (弱括合)､

すなわちWeb2.0型会計情報システムの存在が

本質的に重要である｡



7.終わりに

本稿では､膨大な数の個人がインターネット

を介 して結合するWeb2.0型会計情報システム

を複雑適応系の観点から考察 し､弱結合複雑適

応系とい う概念でこのシステムを定式化 して､

さらに集合知による意思決定にも弱結合が重要

であることを示した｡今後は､適応度やカオス

の縁 とい うような観点からWeb2.0型会計情報

システムを考察 していきたい｡
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